
山口県まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂（参考） 

 

＜新たなビジネスや雇用を創出する創業や事業拡大に対する支援の強化＞（Ｐ10） 

◆ 中小企業等の円滑な事業承継に向けた支援の強化と地域商社による大都市圏へ

の売り込み強化を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆ 地方創生関連交付金の活用を踏まえたＫＰＩの追加 

・医療、環境・エネルギー分野で新たな事業化に取り組むベンチャー企業数（４
年間の累計）［８件（平成 31 年度）］ 

  

＜地域のものづくり企業のポテンシャルを引き出す支援の強化＞（Ｐ10） 

◆ 政府関係機関の移転を契機とした衛星リモートセンシングデータ活用による新産

業創出とアセアンへの水産インフラ輸出構想の推進を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域資源を活用した「やまぐち観光維新」の推進＞（Ｐ13） 

◆ 観光産業の振興、スポーツ・文化・交通など交流促進施策の一体的な推進等を追記 

 

 

 

 

 

 

 

地域の経済と雇用を支える中小企業の「源泉」となる創業を促進するため、「創業するなら

山口県」の実現に向けて、全国初の女性創業応援会社による県と金融機関、地元企業が一体と

なった女性の創業支援や、円滑な創業に向けた支援の強化、夢を実現したい女性に対する創業

支援、優れた技術から製品を生み出すベンチャー企業に対する創業支援、関係支援機関とのネ

ットワークの強化による創業支援体制の充実により、きめ細かな創業支援を進めます。 

また、後継者問題を抱える中小企業等の円滑な事業承継に向けた支援を強化するとともに、

女性や若者のニーズに対応する雇用の場の拡大に向けたＩＴを活用した産業支援サービス業

の振興や地域商社による県産品の大都市圏への売り込み強化を図ります。 

独自性や優位性のある技術力を持ち、新製品の開発等による経営革新や技術革新等に取り組

む中小企業に対して、企業の成長段階に応じて、コーディネータを積極的に関与させる「山口

型」のハンズオン支援や第二創業支援、技術の高度化・ブランド化、マーケティング・新事業

展開・販路開拓、ステップアップ、海外販路開拓、先端産業分野での受注体制の構築、衛星リ

モートセンシングデータ活用による新産業創出等への支援を行うとともに水産インフラ輸出

構想を推進することにより、企業の成長を促進します。 

人口減少・少子高齢化が進行する中、観光交流人口の拡大による地域の活力の維持、発展に

向け、全県を挙げた観光振興の気運醸成や本県の観光振興に係る推進基盤を構築するととも

に、本県の多彩で魅力ある観光資源を活かした観光プロモーション力の強化や、「おいでませ

山口館」の新たな展開、ロケ地誘致の推進、国内外に誇れる観光資源の創出・磨き上げ、おも

てなし力の強化、観光産業の振興、二次アクセス等の充実、ＭＩＣＥの誘致拡大、スポーツ・

文化・国際・交通など多様な交流促進施策の一体的な推進等に取り組みます。 
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資料３－２ 



◆ 地方創生関連交付金の活用を踏まえたＫＰＩの追加 

・観光消費額（年間）［1,395 億円（平成 27 年）→1,470 億円以上（平成 31 年）］ 

 

＜外国人観光客倍増に向けた国際観光の推進＞（Ｐ14） 

◆ 東京オリンピック・パラリンピック競技大会を視野に入れた取組の推進を追記 

   ※「文化・スポーツを通じた交流人口の拡大」は改組し、「交流促進施策の一的

な推進」として、「地域資源を活用した「やまぐち観光維新」の推進」に記載 

 

 

 

 

 

 

 

＜政府機関や企業の本社機能等の地方移転の促進＞（Ｐ17） 

◆ 地方創生関連交付金の活用を踏まえたＫＰＩの追加 

・共同研究の事業化件数（累計）［16 件（平成 31 年度）］ 

・共同研究の実施件数（累計）［30 件（平成 31 年度）］ 

 

＜仕事と生活の調和の実現等に向けた「働き方改革」の推進＞（Ｐ19） 

◆ 仕事と生活の調和の推進等を進める「働き方改革」の推進を追記 

 

 

 

 

 

山口県の認知度を高めるための戦略的な情報発信やインバウンド推進体制の強化、観光地に

おける訪日旅行者の受入体制の充実、テーマツーリズムの推進、世界文化遺産等の観光資源と

しての国際的な活用、山口宇部空港における国際定期便の実現、クルーズ船の誘致、東京オリ

ンピック・パラリンピック競技大会を視野に入れた取組の推進等により、外国人延べ宿泊者数

の倍増を図ります。 

男女がともに働きながら安心して子どもを生み育てることができるよう仕事と生活の調和

の推進や長時間労働の是正などの「働き方改革」を推進するとともに、「やまぐち子育て応援

企業宣言」、「やまぐちイクメン応援企業宣言」等の企業等が自主的に取り組む仕事と子育て

との両立に向けた雇用環境づくりを促進します。 

また、託児サービスを付加した実践的な研修や職業訓練の実施など、子育て等でブランクの

ある女性の再チャレンジ支援を推進します。 


